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議案第３３号 

 

令和８年度さいたま市病院事業会計予算 

 

  (総 則) 

第１条 令和８年度さいたま市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  (業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 病 床 数 ６３７床  

(2) 年 間 入 院 患 者 数 １９４，９８６人  

(3) 年 間 外 来 患 者 数 ２６２，３３４人  

(4) 一 日 平 均 入 院 患 者 数 ５３４人  

(5) 一 日 平 均 外 来 患 者 数 １，０８４人  

(6) 主 要 な 建 設 改 良 事 業  

医療総合情報システム再構築事業 事業費 ２，９３０，８５３千円  

 

（収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあ 

てるため、一般会計から長期借入金２，１６７，０００千円を借り入れる。 

 
         収       入  

第１款 病 院 事 業 収 益 ２７，０１２，６２５千円 

 第１項  医 業 収 益 ２２，７７３，２１５千円 

第２項  医 業 外 収 益 ４，２３９，４０８千円 

第３項  特 別 利 益 ２千円 

          支       出  

第１款 病 院 事 業 費 用 ２９，９２５，０７６千円 

 第１項  医 業 費 用 ２８，８４３，７３８千円 

第２項  医 業 外 費 用 １，０７１，３３６千円 

第３項  特 別 損 失 ２千円 

 第４項  予 備 費 １０，０００千円 

 

 (資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額８５３，４３０千円は、過年度分損益勘定留保資金等で補塡する 

ものとする。）。 

 

 

 

 
   

-1-



       収       入 

第１款 資 本 的 収 入 ４，１６８，５７６千円 

第１項  企 業 債 ３，３６５，５００千円 

第２項  出 資 金 ９７，８９８千円 

第３項  負 担 金 ７００，３９５千円 

第４項 

第５項 

第６項 

 

 固定資産売却代金 

 寄 附 金 

 補 助 金 

 

１千円 

１００千円 

４，６８２千円 

 

 

 

       支       出 
 

第１款 資 本 的 支 出 ５，０２２，００６千円 

第１項  建 設 改 良 費 ３，４４０，２７９千円 

第２項  企 業 債 償 還 金 １，５８１，７２７千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

ナビゲーションシステム保守業務 
令和８年度から 

令和１３年度まで 
9,405 千円 

三次元放射線治療計画装置保守業務（追加分） 
令和８年度から 

令和１２年度まで 
10,472 千円 

物品管理業務 
令和９年度から 

令和１０年度まで 
238,033 千円 

全自動検体検査総合システム賃借料 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
219,450 千円 

医療総合情報システム用ハードウェア及びネッ

トワーク保守業務 

令和９年度から 

令和１３年度まで 
544,488 千円 

循環器画像・動画共有システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
10,242 千円 

多要素認証システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
4,014 千円 

診察券発行機システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
3,658 千円 

再来受付機システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
6,717 千円 
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事項 期間 限度額 

物流管理システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
10,332 千円 

薬剤部門支援システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
10,179 千円 

給食管理システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
4,346 千円 

ラベルプリンタ等保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
25,000 千円 

リハビリ部門システム保守業務 
令和９年度から 

令和１３年度まで 
3,107 千円 

 

(企業債) 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

市立病院医療機

器整備事業 
589,000 千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れ る 資 金 に つ い

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の年度における

利率とする。） 

政府資金等については

その融資条件により、

銀行その他の場合には

その債権者と協定する

ものによる。ただし、

財政の都合により据置

期間及び償還期間を短

縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えす

ることができる。 

医療総合情報シ

ステム再構築事

業 

2,776,500 千円 

 

 (一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、３,５００,０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 医業費用、医業外費用及び特別損失の間の流用 

 

  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流

用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。 

(1) 給    与    費 １４，７５８，０８０千円 

(2) 交    際    費 ３６０千円 
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  (他会計からの補助金) 

第１０条 病院事業費に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

１８６，８８１千円である。 

 

  (たな卸資産購入限度額) 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、６，８２４，５４６千円と定める。 

 

  (重要な資産の取得及び処分) 

第１２条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種類 名称 数量 

器械備品 ＣＴ装置 １台 

 

 

令和８年２月３日提出 

 

さいたま市長    清  水  勇  人 
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（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

27,012,625

１ 医 業 収 益 22,773,215

１ 入 院 収 益 16,516,705

２ 外 来 収 益 5,005,952

３ 負 担 金 交 付 金 702,133 負担金

４ そ の 他 医 業 収 益 548,425

２ 医 業 外 収 益 4,239,408

１ 受 取 利 息 配 当 金 1

２ 他 会 計 補 助 金 186,881

３ 国 県 市 補 助 金 45,725

４ 負 担 金 交 付 金 3,127,167 負担金

５ 長 期 前 受 金 戻 入 710,292

６ その他医業外収益 169,342

３ 特 別 利 益 2

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

２ 過年度損益修正益 1

（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

29,925,076

１ 医 業 費 用 28,843,738

１ 給 与 費 14,758,080 人件費

２ 材 料 費 6,200,000 薬品費･診療材料費等

３ 経 費 5,638,212 病院管理運営事業

904,422

医師の招へい等事業

518,420

建物･備品等維持管理事業

153,231

医療機器･システム等賃借事業

351,098

建物･システム等管理委託事業

3,690,041

貸倒引当金繰入額

21,000

４ 減 価 償 却 費 2,151,996 建物･器械備品等減価償却費

６ 研 究 研 修 費 80,270 医師等の研究･研修事業

２ 医 業 外 費 用 1,071,336

１
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

101,006 支払利息

たな卸資産減耗及び器械備品等
除却費

支 出

款　　項 目

１　病 院 事 業 費 用

５ 資 産 減 耗 費 15,180

令和８年度さいたま市病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款　　項 目

１　病 院 事 業 収 益
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予　定　額 備　　　考

２
長 期 前 払 消 費 税
勘 定 償 却

164,277

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

42,856

４ 職 員 宿 舎 費 86,623
職員宿舎の借上事業・看護師
寮事業

５ 院 内 託 児 費 56,159

６ 雑 損 失 620,415

３ 特 別 損 失 2

１ 固 定 資 産 売 却 損 1

２ 過年度損益修正損 1

４ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

１　資　本　的　収　入 4,168,576

１ 企 業 債 3,365,500

１ 企 業 債 3,365,500

２ 出 資 金 97,898

１ 出 資 金 97,898

３ 負 担 金 700,395

１ 負 担 金 700,395

４ 固定資産売却代金 1

１ 固定資産売却代金 1

５ 寄 附 金 100

１ 寄 附 金 100

６ 補 助 金 4,682

１ 補 助 金 4,682

（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

5,022,006

１ 建 設 改 良 費 3,440,279

１ 建 設 改 良 工 事 費 19,504 システム改修事業

２ 固 定 資 産 購 入 費 3,348,653
市立病院医療機器整備事業・
医療総合情報システム再構築
事業

３ リース債務支払額 72,122

２ 企 業 債 償 還 金 1,581,727

１ 企 業 債 償 還 金 1,581,727

支 出

款　　項 目

１　資　本　的　支　出

款　　項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款　　項 目
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（単位　千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 2,912,451

　　減価償却費 2,151,996

　　固定資産除却費 10,409

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 50,913

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 21,000

　　長期前受金戻入額 △ 710,292

　　受取利息及び受取配当金 △ 1

　　支払利息 101,006

　　未収金の増減額（△は増加） △ 285,634

　　未払金の増減額（△は減少） △ 133,828

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 4,771

    前払費用の増減額（△は増加） 568

　　長期前払消費税の増減額（△は増加） △ 141,919

　　小計 △ 1,843,462

　　利息及び配当金の受取額 1

　　利息の支払額 △ 101,006

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,944,467

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,995,195

　　無形固定資産の取得による支出 △ 1,017,731

　　有形固定資産の売却による収入 1

　　国庫補助金等による収入 4,682

　　一般会計からの繰入金による収入 700,395

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,307,848

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　一時借入れによる収入 3,500,000

　　一時借入金の返済による支出 △ 3,500,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 3,365,500

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,581,726

　　リース債務の返済による支出 △ 68,218

　　一般会計からの借入金による収入 2,167,000

　　一般会計からの出資による収入 97,898

　　寄附金による収入 100

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 3,980,554

資金増加額（又は減少額） △ 271,761

資金期首残高 341,026

資金期末残高 69,265

令和８年度さいたま市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総　　括

人 人

　※（　　）は、パートタイム会計年度任用職員

781,418

42,054

初 任 給

調 整 手 当

千円

613,495

583,474

30,021

千円

823,472

地 域

手 当

給 与 費

給

報 酬

　 　　　　     千円

３６７，５４６

給 料

　 　　　　     千円

５，２８４，２１０

３０８，６２１

管 理 職

手 当

住 居

５８，９２５

５，０００，１５８

２８４，０５２

手当の
内  訳

50,988 81,744

扶 養

手 当

千円

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較
△ 2,772△ 4,296

千円

46,692 78,972

手 当

通 勤

手 当

千円

113,048

112,409

639

千円

122,843

△ 5,828

128,671

9,039

特 殊 勤 務

手 当

千円

584,587

575,548

職 員 数

特 別 職 一 般 職
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

１

１

０

(１７２)

１，２９４

(１３１)

１，２９６

（４１)

△２
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明 細 書

与 費
法 定 福 利 費

　　　 　  千円

２，１７３，３００

手 当 計

　　  　 　 千円

６，９３３，０２４

　　 　　　    千円

１２，５８４，７８０

備 考

勤 勉

手 当

退 職

手 当

児 童

手 当

３３１，２００

１１，９１０，６０３

６７４，１７７

６，６０１，８２４

６８８，４８２１４，３０５

２，１５８，９９５

合 計

千円

１４，７５８，０８０

１４，０６９，５９８

時 間 外

勤 務 手 当

千円

1,414,238

1,379,112

35,126 6,251

宿 日 直

手 当

千円

17,440

18,378

△ 938

夜 間 勤 務

手 当

　　 　　千円

133,248

126,997

△ 2,028

期 末

手 当

　　　千円

1,353,985

1,276,536

77,449

管理職員特別

勤 務 手 当

千円

1,524

3,552

千円

66,960

73,575

△ 6,615

1,072,290

67,204

千円

423,026

337,132

85,894

千円

1,139,494
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ア　会計年度任用職員以外の職員

人 人

イ　会計年度任用職員

人 人

　※（　　）は、パートタイム会計年度任用職員

１ １，１６５
本 年 度

給

報 酬 給 料

職 員 数

特 別 職 一 般 職
区 分

７０８ ４，７８３，２８９

　 　　　　     千円 　 　　　　     千円

０ △３
比 較

７０８ ４，５３５，７０８１ １，１６８
前 年 度

０ ２４７，５８１

手当の
内  訳

区 分
管 理 職 初 任 給 扶 養 地 域 住 居 通 勤

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

手 当 調 整 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

特 殊 勤 務

46,692 462,835 78,972 744,617 113,048 109,234 584,587

50,988 438,768 81,744 708,268 112,409 116,328 575,548

比 較

報 酬 給 料

△ 4,296 24,067 △ 2,772 36,349 639 △ 7,094

給

9,039

３６６，８３８ ５００，９２１

　 　　　　     千円 　 　　　　     千円

３０７，９１３ ４６４，４５０

５８，９２５ ３６，４７１

手当の
内  訳

区 分
初 任 給 地 域 通 勤 時 間 外 夜 間 勤 務 宿 日 直 期 末

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円　　 　　千円 千円

比 較

調 整 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当勤 務 手 当

150,660 78,855 13,609 386,957 3,771 2,848 120,853

144,706 73,150 12,343 370,209 3,913 1,902 114,010
前 年 度

5,954 5,705 1,266 16,748 △ 142 946 6,843

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数

特 別 職 一 般 職

(１７２)

０

０

１２９

(１３１)

１２８

(４１)

０ １
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与 費
法 定 福 利 費 合 計 備 考

手 当 計

６，０５５，７４２ １０，８３９，７３９ １，８７３，５３２ １２，７１３，２７１

　　  　 　 千円 　　 　　　    千円 　　　 　  千円 千円

５，７６６，７３７ １０，３０３，１５３ １，８７８，２９３ １２，１８１，４４６

２８９，００５ ５３６，５８６ △４，７６１ ５３１，８２５

勤 勉 退 職 児 童時 間 外 夜 間 勤 務 宿 日 直 管理職員特別 期 末

手 当 手 当勤 務 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当 手 当 手 当

千円 千円

1,027,281

千円　　 　　千円 千円 千円 　　　千円 千円

66,960129,477 14,592 1,524 1,233,132 1,037,785 405,006

318,047 73,5751,008,903 123,084 16,476 3,552 1,162,526 976,521

手 当 計

61,264 86,959 △ 6,615

与 費
法 定 福 利 費 合 計 備 考

18,378 6,393 △ 1,884 △ 2,028 70,606

　　 　　　    千円 　　　 　  千円 千円

８７７，２８２ １，７４５，０４１

　　  　 　 千円

２９９，７６８ ２，０４４，８０９

８３５，０８７ １，６０７，４５０ ２８０，７０２ １，８８８，１５２

４２，１９５ １３７，５９１ １９，０６６ １５６，６５７

手 当

勤 勉 退 職

手 当

101,709 18,020

千円　　　千円

95,769 19,085

5,940 △ 1,065
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２　給料及び手当の増減額の明細

３  給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たり給与

　（２）　初　任　給

短 大 卒 － ２２０，７００円国 の 制 度

高 校 卒 － －

大 学 卒 ３０５，６００円 ２３９，８００円

短 大 卒 － ２２３，５００円

区 分 医療職（１） 医療職（２）

さ い た ま 市

高 校 卒 － －

大 学 卒 ３４２，０００円 ２３５，９００円

現 在 平 均 年 齢 ( 歳 ) ４３．８ ３７．５

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) １，４１８，９６７ ４６３，７７３

７ 年 １ 月 １ 日 平 均 給 料 月 額 ( 円 ) ４８０，８５３ ３０５，６７７

現 在 平 均 年 齢 ( 歳 ) ４４．０ ３７．４

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) １，４７３，１７２ ４７９，２９３

８ 年 １ 月 １ 日 平 均 給 料 月 額 ( 円 ) ４９６，５８１ ３１７，９４８

区 分 医療職（１） 　医療職（２）

手　　　　　当 ３３１，２００

給与改定に伴う増減分 ２１０，００３

その他の増減分 １２１，１９７

区　　　　分 増　　減　　額 増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

給　　　　　料

千円

給与改定に伴う増減分

千円

２８４，０５２

１８８，９７１

昇給に伴う増加分

その他の増減分 ４１，３１６

５３，７６５
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２３２，０００円

２００，３００円

２５４，７００円 －

－

２６９，１００円

２０２，１００円

２４８，２００円 －

医療職（３） 行政職

－

２６１，３００円 ２３４，９００円

４３７，８８６

３５．８ ４１．６ ５６．６

４５５，８９３ ４９４，６８０

５６．７

３１１，８３６ ３３８，７８０ ３５８，１００

３６．１ ４２．１

３６３，５４０

４７２，６３２ ５１３，２６６ ４４２，５５１

３２５，６３６ ３４９，８２８

　医療職（３） 行政職 　技能職

 令和７年度の給与改定
   ・初任給調整手当の支給額改定
　 ・期末手当支給率の改定
　 ・勤勉手当支給率の改定

 職員数の異動状況　（　）は、パートタイム会計年度任用職員
　本年度　　１，２９４人　　（１７２人）
　前年度　　１，２９６人　　（１３１人）
　増　減　　　　　△２人　　（　４１人）

説　　　　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

　令和７年度の給与改定
　　給料の改定率　　　３．１２％
　　実施時期　　　　令和７年４月

　　　　　　（昇給期）　　（職員数）
　昇給職員数　　４月　　　　１，０７４人

 職員数の異動状況　（　）は、パートタイム会計年度任用職員
　本年度　　１，２９４人　　（１７２人）
　前年度　　１，２９６人　　（１３１人）
　増　減　　　　　△２人　　（　４１人）
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　（３）　級別職員数

級

　　　　　 人

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

計

　　　　　 人

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

計

１３４ １００．０

９６

　　　　　％

１７．６

５ ５級

１２ ４級

 ２級

職員数 構成比

１４．７

６．３

２１．６ ３級

５４．８

２５

１０４

４１

　　　　　％

１００．０

０６級 ０．０

２．６

計

区 分

１１．９ ２８

　　　　　 人 　　　　　％

医療職（２）医療職（１）

職員数

 １級

級構成比

１６

　８年１月１日現在

１８．７

４ ３．０

２８ ２０．９

６１ ４５．５

１９０

　７年１月１日現在

　　　　　 人 　　　　　％

２０ １６．０  １級 ３２

２８ ２２．４  ３級 ３７ ２０．３

３．３

６級 ０

５２．８

２３ １８．４  ４級 １１ ６．０

５１ ４０．８  ２級

３ ２．４  ５級 ６

０．０

１２５ １００．０ 計 １８２ １００．０
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級

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

 ６級

 ７級

 ８級

計

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

 ６級

 ７級

 ８級

計

２２８

　　　　　　人

 １級 ０１１ ０．０

 １級

 ２級

 ３級 １００．０

計１００.０６２８００ １００．０

１７

１００．０５

５

１

０．６

１ １．６

６．５４

０．１

医療職（３）

 ２級

７．６

３９０

１５５

　　　　　％

 ３級

４８．８

１９．４

６１

 ５級

 ４級

級 職員数職員数 構成比 構成比

　　　　　　人

１８８ ２３．５

　　　　　　人

８ １級

技能職

職員数 構成比

　　　　　　人

３．２

　　　　　％

１２．９

２７．４

６．５

級

０

０

５

　　　　　％

０．０

０．０

行政職

０．０

２

４１．９

０

２６

４

計

 ６級

２８．４

 ３級 １５０ １８．７

 ５級 ５

　　　　　％

 １級１７．７

　　　　　％

 ２級 ３６０ ４４．９ ０．００１３

　　　　　％ 　　　　　　人　　　　　　人

２８ ４５．２  ３級

 ２級

６

２１．０

１００．０

 ４級 ５９

６．５０．６ ４

４．８３７．３

１ １．６

 ６級

計 ８０３ １００．０

２ ３．２１ ０．１

１００．０６２ １００.０ 計 ６

０ ０．０

-17-



　（級別の主な職務内容）

区    分 １級 ２級 ３級 ４級

医師又は歯科医師の職務 (1)医長の職務 科長の職務 (1)病院の診療部の部長又

(2)専門的知識又は経験に 　は所長の職務

　 基づき困難な業務を所 (2)院長補佐の職務

   掌する医師又は歯科医

　 師の職務

薬剤師、栄養士、診療放 (1)主任の職務 (1)主査の職務 (1)副科長又は副技師長の

射線技師、臨床検査技師、(2)困難な業務を所掌する (2)困難な業務を行う主任 　職務

臨床工学技士、理学療法    薬剤師、栄養士、診療    の職務 (2)主幹の職務

士、作業療法士、視能訓    放射線技師、臨床検査

練士、言語聴覚士又は歯    技師、臨床工学技士、

科衛生士の職務  　理学療法士、作業療法

　 士、視能訓練士、言語

　 聴覚士又は歯科衛生士

　 の職務

保健師、助産師又は看護 (1)主任の職務 (1)臨床指導員の職務 (1)看護師長の職務

師の職務 (2)困難な業務を所掌する (2)主査の職務 (2)副看護師長の職務

   助産師又は看護師の職 (3)困難な業務を行う主任 (3)主幹の職務

　 務    の職務

主事又は技師の職務 主任の職務 (1)係長の職務 (1)課長補佐又は室長補佐

(2)主査の職務 　の職務

(2)主幹の職務

業務主事の職務 業務主任の職務 業務主査の職務

医療職（１）

医療職（２）

医療職（３）

行 政 職

技 能 職
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５級 ６級 ７級 ８級

(1)医務監の職務

(2)院長の職務

(3)副院長の職務

(4)患者支援センターの

　 所長の職務

科長又は技師長の職務 (1)次長の職務

(2)参事の職務

(1)副看護部長の職務 (1)副院長の職務

(2)副参事の職務 (2)病院の部長又は所長

　 の職務

(1)課長又は室長の職務 (1)次長の職務 部長の職務 理事の職務

(2)副参事の職務 (2)参事の職務

(3)副所長の職務
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　（４）　地域手当

　（５）　特殊勤務手当

　（６）　期末手当・勤勉手当

　（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　月分

　（８）　その他の手当

※３は、会計年度任用職員以外の職員のみ記載。

支 給 対 象 地 域

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国の指定基準に基づく支給率

全　地　域

１５％（医療職(1)適用者は１６％）

１,１６５人（うち医療職(1)適用者１３５人）

１３％（経過措置）

区 分

給 料 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
(8 年 1 月 1 日 現 在 )

代表的な特殊勤務手当の名称

全職種 医療職(1)

月分
４．６５

医療職(2)

月分 月分
２．３２５

医療業務手当、病院等業務手当、夜間看護業務手当、救急業務手当

支給期別支給率

６月

医療職(3) 行政職 技能職

12.2%

95.8% 100.0%

30.5% 3.2%

100.0%

10.6%

100.0%

0.4%

19.4%

3.2%

100.0%

備　考
　職制上の段階、職務の

　級等による加算措置

有

区分

本年度

１２月

２．３２５

支給率計

４．６５
有

国の制度
２．３２５ ２．３２５ ４．６５

有

国の制度

 （支給率等）

２０年

勤続の者

　　　月分

24.586875

24.586875

前年度
２．３０

支給率等
33.27075

２．３５

区分
２５年

47.709

47.709

そ の 他 の

加算措置等

 定年前早期退職特例措置

（１年につき２％加算）

 定年前早期退職特例措置

（１年につき３％を上限として加算）

勤続の者

３５年

勤続の者
 最高限度

33.27075

47.709

　　　月分　　　月分

47.709

主な差異の内容

同じ

同じ

区分

住居手当

通勤手当

 国の制度との異同

扶養手当 一部異なる

配偶者
　月額　 　　0円　　　　　　　　　　（国）月額　　　　0円
 （令和８年度経過措置額： 3,000円）
子
　月額　13,000円　     　　　　　　 （国）月額 　13,000円
（令和８年度経過措置額：11,500円）
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(令和８年度設定分） （単位　千円）

ナビゲーションシステム保守業務 9,405 － 0
令和8年度
から令和13
年度まで

9,405 0 0 9,405

三次元放射線治療計画装置保守業務
（追加分）

10,472 － 0
令和8年度
から令和12
年度まで

10,472 0 0 10,472

物品管理業務 238,033 － 0
令和9年度
から令和10
年度まで

238,033 0 0 238,033

全自動検体検査総合システム賃借料 219,450 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

219,450 0 0 219,450

医療総合情報システム用ハードウェ
ア及びネットワーク保守業務

544,488 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

544,488 0 0 544,488

循環器画像・動画共有システム保守
業務

10,242 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

10,242 0 0 10,242

多要素認証システム保守業務 4,014 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

4,014 0 0 4,014

診察券発行機システム保守業務 3,658 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

3,658 0 0 3,658

再来受付機システム保守業務 6,717 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

6,717 0 0 6,717

物流管理システム保守業務 10,332 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

10,332 0 0 10,332

薬剤部門支援システム保守業務 10,179 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

10,179 0 0 10,179

給食管理システム保守業務 4,346 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

4,346 0 0 4,346

ラベルプリンタ等保守業務 25,000 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

25,000 0 0 25,000

リハビリ部門システム保守業務 3,107 － 0
令和9年度
から令和13
年度まで

3,107 0 0 3,107

(令和７年度以前設定分） （単位　千円）

市立病院ＥＳＣＯ・防災エネルギー
センター更新事業（追加分その2）

258
平成28年度
から令和７
年度まで

0 令和8年度 258 0 0 258

市立病院ＥＳＣＯ・防災エネルギー
センター更新事業（追加分その3）

348
令和2年度
から令和７
年度まで

343 令和8年度 5 0 0 5

人工透析関連機器保守業務 58,443
令和3年度
から令和7
年度まで

50,000 令和8年度 7,472 0 0 7,472

ポータブルＸ線撮影装置保守業務 14,625
令和5年度
から令和7
年度まで

9,748
令和8年度
から令和9
年度まで

4,874 0 0 4,874

ナビゲーションシステム保守業務 7,524
令和5年度
から令和7
年度まで

5,643 令和8年度 1,881 0 0 1,881

歯科用Ｘ線ＣＴ撮影装置保守業務 949
令和6年度
から令和7
年度まで

330
令和8年度
から令和11
年度まで

619 0 0 619

手術支援ロボット保守業務（追加
分）

72,600
令和6年度
から令和7
年度まで

36,300
令和8年度
から令和9
年度まで

36,300 0 0 36,300

さいたま市立病院救命救急部門支援
システム賃貸借

194,174
令和5年度
から令和7
年度まで

76,120
令和8年度
から令和10
年度まで

114,180 0 0 114,180

物品管理業務（令和６年度契約分） 220,367 令和7年度 123,563 令和8年度 92,672 0 0 92,672

一般会計
負担金

損益勘定
留保資金等

事項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 企業債

期間 金額

左の財源内訳

企業債 一般会計
負担金

損益勘定
留保資金等

債  務  負  担  行  為  に  関  す  る  調  書

事項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

期間 金額

当該年度以降の
支払義務発生予定額
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（単位　千円）

電子図書購読料（令和６年度契約
分）

13,097 令和7年度 3,055
令和8年度
から令和10
年度まで

9,917 0 0 9,917

新病院開院に伴う情報システム
賃貸借業務（再リース）

431,453 令和7年度 243,303 令和8年度 176,979 0 0 176,979

院内業務ネットワーク構築事業（再
リース）

92,183 令和7年度 45,593 令和8年度 34,195 0 0 34,195

インシデント管理システム賃貸借 8,384 令和7年度 1,717
令和8年度
から令和11
年度まで

6,439 0 0 6,439

一般撮影装置外保守業務（令和７年
度契約分）

12,575 令和7年度 0
令和8年度
から令和12
年度まで

12,575 0 0 12,575

三次元放射線治療計画装置保守業務
（令和７年度契約分）

60,500 令和7年度 0
令和8年度
から令和12
年度まで

60,500 0 0 60,500

手術支援ロボット対応手術台保守業
務（令和７年度契約分）

6,050 令和7年度 0
令和8年度
から令和12
年度まで

6,050 0 0 6,050

第五期医療総合情報システム更新 2,760,454 令和7年度 0 令和8年度 2,746,129 2,746,129 0 0

第二期院内業務システム更新賃貸借 127,028 令和7年度 0
令和8年度
から令和13
年度まで

127,028 0 0 127,028

電子図書購読料（その２） 21,482 － 0
令和8年度
から令和12
年度まで

21,482 0 0 21,482

放射線治療システム保守業務（令和
７年度契約分）

209,941 － 0
令和8年度
から令和12
年度まで

209,941 0 0 209,941

多目的デジタルＸ線テレビシステム
保守業務（令和７年度契約分）

13,332 － 0
令和8年度
から令和11
年度まで

13,332 0 0 13,332

定位放射線治療装置保守業務（令和
７年度契約分）

163,350 － 0
令和8年度
から令和11
年度まで

163,350 0 0 163,350

ＣＴ装置保守業務（令和７年度契約
分）

84,645 － 0
令和8年度
から令和12
年度まで

84,645 0 0 84,645

ＩＶＲ－ＣＴ装置保守業務（令和７
年度契約分）

57,475 － 0
令和8年度
から令和12
年度まで

57,475 0 0 57,475

ＭＲＩ保守業務（令和７年度契約
分）

98,700 － 0
令和8年度
から令和11
年度まで

98,700 0 0 98,700

血管撮影装置保守業務（令和７年度
契約分）

4,427 － 0 令和8年度 4,427 0 0 4,427

回診用Ｘ線撮影装置及びＦＰＤ装置
保守業務（令和７年度契約分）

14,456 － 0 令和8年度 14,456 0 0 14,456

乳房撮影装置保守業務（令和７年度
契約分）

1,495 － 0 令和8年度 1,495 0 0 1,495

医療用画像診断システム保守業務 2,805 － 0 令和8年度 2,805 0 0 2,805

輸液ポンプ外賃貸借 260,027 － 0
令和8年度
から令和13
年度まで

260,027 0 0 260,027

未収金回収業務（令和７年度契約
分）

3,300 - 0
令和8年度
から令和10
年度まで

3,300 0 0 3,300

新病院開院に伴う情報システム
賃貸借業務（再リース）（令和7年度
設定分）

9,095 - 0 令和8年度 9,095 0 0 9,095

医療総合情報システムオペレーショ
ン業務（令和7年度設定分）

45,738 - 0
令和8年度
から令和9
年度まで

45,738 0 0 45,738

院内情報システムコンサルティング
業務

9,218 - 0 令和8年度 8,800 0 0 8,800

企業債 一般会計
負担金

事項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

損益勘定
留保資金等

期間 金額 期間 金額
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（単位　円）

１　固　定　資　産

イ 土 地 1,547,993,553

ロ 建 物 32,351,260,448

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,028,569,061 21,322,691,387

ハ 構 築 物 3,104,719,635

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,010,833,432 2,093,886,203

ニ 器 械 備 品 12,489,621,979

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,427,913,830 3,061,708,149

ホ 車 両 11,851,367

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,782,699 1,068,668

ヘ リ ー ス 資 産 370,337,100

減 価 償 却 累 計 額 △ 84,255,724 286,081,376

ト 建 設 仮 勘 定 13,195,001

チ そ の 他 備 品 3,250,000

有形固定資産合計 28,329,874,337

イ 電 話 加 入 権 240,900

ロ リ ー ス 資 産 65,596,744

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 918,025,639

無形固定資産合計 983,863,283

イ 破 産 更 生 債 権 等 233,050,245

貸 倒 引 当 金 △ 233,050,245 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 1,938,940,870

投資その他の資産合計 1,938,940,870

固 定 資 産 合 計 31,252,678,490

２　流　動　資　産

イ 現 金 8,500,000

ロ 預 金 60,764,678

現 金 預 金 合 計 69,264,678

イ 医 業 未 収 金 3,246,373,513

ロ 医 業 外 未 収 金 46,707,270

未 収 金 合 計 3,293,080,783

イ 薬 品 71,920,560

ロ 診 療 材 料 24,560,925

ハ そ の 他 貯 蔵 品 247,581

貯 蔵 品 合 計 96,729,066

イ 前 払 費 用 5,292,000

前 払 費 用 合 計 5,292,000

流 動 資 産 合 計 3,464,366,527

資 産 合 計 34,717,045,017

　令和８年度さいたま市病院事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

　（１）有形固定資産

　（２）無形固定資産

　（３）投資その他の資産

　（１）現 金 預 金

　（２）未　収　金

　（３）貯　蔵　品

　（４）前　払　費　用
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３　固　定　負　債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 26,450,983,172

企 業 債 合 計 26,450,983,172

イ その他の長期借入金 2,167,000,000

他会計借入金合計 2,167,000,000

273,743,220

イ 退 職 給 付 引 当 金 3,593,089,540

引 当 金 合 計 3,593,089,540

固 定 負 債 合 計 32,484,815,932

４　流　動　負　債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,919,318,411

企 業 債 合 計 1,919,318,411

113,100,000

イ 医 業 未 払 金 1,980,828,673

ロ そ の 他 未 払 金 58,885,207

未 払 金 合 計 2,039,713,880

71,500

イ 賞 与 引 当 金 986,375,000

引 当 金 合 計 986,375,000

イ 預 り 金 6,267,040

その他流動負債合計 6,267,040

流 動 負 債 合 計 5,064,845,831

５　繰　延　収　益

イ 受 贈 財 産 評 価 額 9,122,767

収 益 化 累 計 額 △ 8,666,129 456,638

ロ 国 庫 補 助 金 214,464,000

収 益 化 累 計 額 △ 146,035,554 68,428,446

ハ 県 補 助 金 222,808,232

収 益 化 累 計 額 △ 196,233,948 26,574,284

ニ 市 補 助 金 6,716,500

収 益 化 累 計 額 △ 6,380,112 336,388

ホ 他 会 計 補 助 金 5,884,307,234

収 益 化 累 計 額 △ 5,447,163,733 437,143,501

ヘ 他 団 体 補 助 金 2,332,000

収 益 化 累 計 額 △ 2,332,000 0

ト 寄 附 金 6,582,700

収 益 化 累 計 額 △ 4,525,660 2,057,040

長 期 前 受 金 合 計 534,996,297

繰 延 収 益 合 計 534,996,297

負 債 合 計 38,084,658,060

負　　　　債　　　　の　　　　部

　（１）企　業　債

　（２）他会計借入金

　（３）リース債務

　（４）引　当　金

　（１）企　業　債

　（２）リース債務

　（３）未　払　金

　（４）前受収益

　（５）引　当　金

　（６）その他流動負債

　（１）長期前受金
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9,476,456,290

７　剰　余　金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,250,000

資 本 剰 余 金 合 計 3,250,000

イ 当年度未処理欠損金 12,847,319,333

利 益 剰 余 金 合 計 △ 12,847,319,333

剰 余 金 合 計 △ 12,844,069,333

資 本 合 計 △ 3,367,613,043

負 債 資 本 合 計 34,717,045,017

資　　　　本　　　　の　　　　部

６　資　本　金

　（１）資本剰余金

　（２）利益剰余金
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注記 
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 ⑴ 資産の評価基準及び評価方法 
     貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定。） 

 

 ⑵ 固定資産の減価償却方法 
イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     建物      15～47 年 
     構築物     10～30 年 
     器械備品    4～20 年 
     車両      5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 
(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     ソフトウェア 5 年 
ハ リース資産 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 
 
⑶ 引当金の計上方法 
イ 退職給付引当金 
   職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し 

ている。 
ロ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

⑷ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し、控除対象外消費税等については原則として

当該事業年度の費用としている。また、固定資産に係る控除対象外消費税等については長期前払消費

税勘定に計上し、発生の翌年度以降、次の期間で均等償却を行っている。 
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イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

   建物     10～20 年 

   構築物    10～20 年 

   器械備品   5 年 

   車両    5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ソフトウェア 5年 

ハ リース資産 
       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  該当事項なし。   

 
３ 予定貸借対照表に関する注記 

  企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定  

  のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 14,219,057,266 円である。 

 

４ セグメント情報に関する注記 
  さいたま市病院事業の報告セグメントの区分は単一であるため、記載を省略している。 
 
５ 減損損失に関する注記 
  該当事項なし。 
 
６ リース契約により使用する固定資産に関する注記 
  リース取引の処理方法 
   所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 300 万円を超える所有権移転外ファイナ 
  ンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

リース料総額が 300 万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 
取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 
７ 重要な後発事象に関する注記 
  該当事項なし。 
 
８ その他の注記 

 ⑴ 引当金の取崩し 

  イ 退職給付引当金 

    当年度において、退職給付引当金 423,026,000 円を取り崩す。 

  ロ 賞与引当金 

当年度において、賞与引当金 935,462,000 円を取り崩す。 
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⑵ 長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第 234 条の 3 に基づく長期継続契約に係るものは次の金額である。 

短期リース債務     16,518,480 円 

長期リース債務     6,997,760 円 

計            23,516,240 円 
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（単位　千円）

１　医　　業　　収　　益

（１）入 院 収 益 15,702,862

（２）外 来 収 益 5,002,561

（３）負 担 金 交 付 金 1,142,342

（４）そ の 他 医 業 収 益 510,423 22,358,189

２　医　  業 　 費　  用

（１）給 与 費 14,436,165

（２）材 料 費 6,010,000

（３）経 費 4,877,620

（４）減 価 償 却 費 2,628,979

（５）資 産 減 耗 費 13,182

（６）研 究 研 修 費 69,359 28,035,304

医 業 損 失 5,677,115

３　医   業   外   収   益

（１）受 取 利 息 配 当 金 1

（２）他 会 計 補 助 金 112,905

（３）国 県 市 補 助 金 438,641

（４）負 担 金 交 付 金 3,021,376

（５）長 期 前 受 金 戻 入 685,584

（６）そ の 他 医 業 外 収 益 153,839 4,412,346

４　医　 業 　外　 費　 用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 69,504

（２）長期前払消費税勘定償却 168,609

（３）職 員 宿 舎 費 84,212

（４）院 内 託 児 費 51,071

（５）雑 損 失 1,027,314 1,400,710 3,011,636

　経　 常　 損 　失　 2,665,479

５　特　　別　　利　　益

（１）固 定 資 産 売 却 益 1

（２）過 年 度 損 益 修 正 益 1 2

６　特　　別　　損　　失

（１）固 定 資 産 売 却 損 1

（２）過 年 度 損 益 修 正 損 1 2 0

７　予 　　　備　 　　費

（１）予 備 費 10,000 10,000 △ 10,000

当 年 度 純 損 失 2,675,479

前 年 度 繰 越 欠 損 金 7,259,389

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 9,934,868

令和７年度さいたま市病院事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位　円）

１　固　定　資　産

イ 土 地 1,547,993,553

ロ 建 物 32,351,260,448

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,785,933,061 22,565,327,387

ハ 構 築 物 3,104,719,635

減 価 償 却 累 計 額 △ 761,695,432 2,343,024,203

ニ 器 械 備 品 10,653,572,979

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,132,051,830 1,521,521,149

ホ 車 両 11,851,367

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,878,699 1,972,668

ヘ リ ー ス 資 産 91,146,180

減 価 償 却 累 計 額 △ 52,066,942 39,079,238

ト 建 設 仮 勘 定 13,195,001

チ そ の 他 備 品 3,250,000

有形固定資産合計 28,035,363,199

イ 電 話 加 入 権 240,900

ロ リ ー ス 資 産 98,970,962

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 416,639

無形固定資産合計 99,628,501

イ 破 産 更 生 債 権 等 212,050,245

貸 倒 引 当 金 △ 212,050,245 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 1,769,102,790

投資その他の資産合計 1,769,102,790

固 定 資 産 合 計 29,904,094,490

２　流　動　資　産

イ 現 金 8,500,000

ロ 預 金 332,526,434

現 金 預 金 合 計 341,026,434

イ 医 業 未 収 金 2,811,687,880

ロ 医 業 外 未 収 金 216,758,649

未 収 金 合 計 3,028,446,529

イ 薬 品 76,691,560

ロ 診 療 材 料 24,560,925

ハ そ の 他 貯 蔵 品 247,581

貯 蔵 品 合 計 101,500,066

イ 前 払 費 用 5,860,083

前 払 費 用 合 計 5,860,083

流 動 資 産 合 計 3,476,833,112

資 産 合 計 33,380,927,602

　（３）投資その他の資産

　令和７年度さいたま市病院事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

　（１）有形固定資産

　（２）無形固定資産

　（１）現 金 預 金

　（２）未　収　金

　（３）貯　蔵　品

　（４）前　払　費　用
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３　固　定　負　債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 25,004,801,583

企 業 債 合 計 25,004,801,583

95,092,580

イ 退 職 給 付 引 当 金 3,593,089,540

引 当 金 合 計 3,593,089,540

固 定 負 債 合 計 28,692,983,703

４　流　動　負　債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,581,726,337

企 業 債 合 計 1,581,726,337

56,762,640

イ 医 業 未 払 金 2,114,656,308

ロ そ の 他 未 払 金 5,946,820

未 払 金 合 計 2,120,603,128

71,500

イ 賞 与 引 当 金 935,462,000

引 当 金 合 計 935,462,000

イ 預 り 金 6,267,040

その他流動負債合計 6,267,040

流 動 負 債 合 計 4,700,892,645

５　繰　延　収　益

イ 受 贈 財 産 評 価 額 9,122,767

収 益 化 累 計 額 △ 7,784,129 1,338,638

ロ 国 庫 補 助 金 209,782,000

収 益 化 累 計 額 △ 128,453,554 81,328,446

ハ 県 補 助 金 222,808,232

収 益 化 累 計 額 △ 163,894,948 58,913,284

ニ 市 補 助 金 6,716,500

収 益 化 累 計 額 △ 6,224,112 492,388

ホ 他 会 計 補 助 金 5,183,912,234

収 益 化 累 計 額 △ 4,788,949,733 394,962,501

ヘ 他 団 体 補 助 金 2,332,000

収 益 化 累 計 額 △ 2,332,000 0

ト 寄 附 金 6,482,700

収 益 化 累 計 額 △ 3,406,660 3,076,040

長 期 前 受 金 合 計 540,111,297

繰 延 収 益 合 計 540,111,297

負 債 合 計 33,933,987,645

　（２）リース債務

負　　　　債　　　　の　　　　部

　（１）企　業　債

　（２）リース債務

　（３）引　当　金

　（１）企　業　債

　（３）未　払　金

　（４）前受収益

　（５）引　当　金

　（６）その他流動負債

　（１）長期前受金
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9,378,558,290

７　剰　余　金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,250,000

資 本 剰 余 金 合 計 3,250,000

イ 当年度未処理欠損金 9,934,868,333

利 益 剰 余 金 合 計 △ 9,934,868,333

剰 余 金 合 計 △ 9,931,618,333

資 本 合 計 △ 553,060,043

負 債 資 本 合 計 33,380,927,602

資　　　　本　　　　の　　　　部

６　資　本　金

　（１）資本剰余金

　（２）利益剰余金
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注記 
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 ⑴ 資産の評価基準及び評価方法 
     貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定。） 

 

 ⑵ 固定資産の減価償却方法 
イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     建物      15～47 年 
     構築物     10～30 年 
     器械備品    4～20 年 
     車両      5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 
(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     ソフトウェア 5 年 
ハ リース資産 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 
 
⑶ 引当金の計上方法 
イ 退職給付引当金 
   職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し 

ている。 
ロ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

⑷ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し、控除対象外消費税等については原則として

当該事業年度の費用としている。また、固定資産に係る控除対象外消費税等については長期前払消費

税勘定に計上し、発生の翌年度以降、次の期間で均等償却を行っている。 
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イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

   建物     10～20 年 

   構築物    10～20 年 

   器械備品   5 年 

   車両     5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ソフトウェア 5年 

ハ リース資産 
       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  該当事項なし。 

 
３ 予定貸借対照表に関する注記 

  企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定   

  のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 13,334,599,008 円である。 

 

４ セグメント情報に関する注記 
  さいたま市病院事業の報告セグメントの区分は単一であるため、記載を省略している。 
 
５ 減損損失に関する注記 
  該当事項なし。 
 
６ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

リース取引の処理方法 
所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 300 万円を超える所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
リース料総額が 300 万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
 
７ 重要な後発事象に関する注記 
  該当事項なし。 
 
８ その他の注記 

 ⑴ 引当金の取崩し 

  イ 退職給付引当金 

    当年度において、退職給付引当金 337,132,000 円を取り崩す。 

  ロ 賞与引当金 

当年度において、賞与引当金 915,037,000 円を取り崩す。 
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⑵ 長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第 234 条の 3 に基づく長期継続契約に係るものは次の金額である。 

短期リース債務     21,603,120 円 

長期リース債務    23,516,240 円 

計            45,119,360 円 
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この冊子は 150 部作成し、1 部当たりの印刷経費は、338 円です。 


